
                                                  

平成１７年４月２７日 

 

 
 
 
１．連 結 業 績                         

（単位：百万円） 
 平成 16年度 

平成 16年 4月 1日から 
平成 17年 3月 31日まで 

平成 15年度 
平成 15年 4月 1日から 
平成 16年 3月 31日まで 

 
増  減  率 

売 上 高 2,484,639 2,508,018 △ 0.9% 

営 業 利 益 
42,316 

(        1.7 ％ ) 

95,551 

(      3.8 ％ ) 
△ 55.7% 

税 引 前 利 益 
△ 64,991 

(     △ 2.6 ％ ) 

45,992 

(     1.9 ％ ) 
 ― 

当 期 純 利 益 
△ 137,142 

(     △ 5.5 ％ ) 

13,400 

(     0.5 ％ ) 
 ― 

１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

円  銭 

△ 73    93   

円  銭 

 7   22 
 

 (注) 連結対象会社数 143 社、持分法適用会社数 55 社 
    

２．単 独 業 績 
（単位：百万円） 

 平成 16年度 
平成 16年 4月 1日から 
平成 17年 3月 31日まで 

平成 15年度 
平成 15年 4月 1日から 
平成 16年 3月 31日まで 

 
増  減  率 

売 上 高 1,458,981 1,377,197 5.9 % 

営 業 利 益 
△ 4,107 

(     △ 0.3 ％ ) 

24,422 

(      1.8 ％ ) 
― 

経 常 利 益 
482 

(       0.0 ％ ) 

13,427 

(      1.0 ％ ) 
△96.4 % 

当 期 純 利 益 
△ 87,800 

(     △ 6.0 ％ ) 

4,398 

(     0.3 ％ ) 
 ― 

１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

円  銭 

  △ 47   33 

円  銭 

  2   37 
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平成１７年３月期 決算短信（連結）［米国会計基準］        

上 場 会 社 名        三洋電機株式会社                                平成１７年４月２７日 
コ ー ド 番 号         ６７６４                                  上場取引所 東・大・名・福・札         
（ＵＲＬ http://www.sanyo.co.jp/）                         本社所在都道府県 大阪府 

代  表  者 代表取締役社長 桑野 幸徳 
問 合 せ 先        経理ユニット リーダー 

                 岡崎 孝雄        ＴＥＬ（０６）６９９１－１１８１ 
決算取締役会開催日 平成１７年４月２７日 

米国会計基準採用の有無 有 

１． １７年3月期の連結業績（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

 (1)連結経営成績                                （記載金額は百万円未満を四捨五入している。） 

 売 上 高      営業利益  税引前利益  

 
１７年3月期 
１６年3月期 

百万円   ％

2,484,639      △0.9 

 2,508,018       14.9 

百万円   ％

42,316       △55.7 

    95,551         22.0 

百万円   ％

△64,991         － 

45,992         － 

 

 
当期純利益 

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本 
税引前利益率 

売 上 高
税引前利益率

 
１７年3月期 
１６年3月期 

百万円   ％ 

△137,142       － 

13,400       － 

 円 銭

△73  93 

7  22 

 円 銭

 △73  93 

7  22 

％

 △32.5 

 2.9 

％ 

△2.5 

  1.7 

％

△2.6 

 1.9 

(注)①持分法投資損益 17年3月期 2,661 百万円  16年3月期 2,651 百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 17年3月期 1,854,946,570 株  16年3月期 1,855,193,018 株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④売上高、営業利益、税引前利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 
１７年3月期 
１６年3月期 

百万円 

2,659,100 

2,643,627 

百万円

346,691 

497,302 

％ 

13.0 

18.8 

円  銭

 186      92 

268      07 

(注)期末発行済株式数(連結) 17年3月期 1,854,730,487 株  16年3月期 1,855,114,734 株 
 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による         
キャッシュ･フロー 

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金等価物 
期 末 残 高         

 
１７年3月期 
１６年3月期 

百万円 

3,695 

86,371 

百万円

△82,234 

△91,356 

百万円 

70,580 

△33,305 

百万円

294,982 

277,462 

 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 １４２社  持分法適用非連結子会社数 ２８社  持分法適用関連会社数 ２７社 

 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規) ３７社 （除外） ４社      持分法 （新規） １社   (除外) ３３社  

 
 
２．１８年３月期の連結業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日） 

 売 上 高 税 引 前 利 益 当 期 純 利 益 

 
中 間 
通  期 

百万円

1,170,000 

2,490,000 

百万円

△53,000 

△56,000 

百万円

△75,000 

△92,000 

 上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の17ページを参照してください。 



【 連　結 】

部 門 別 売 上 高 比 較 表

（単位：百万円）

平成１６年度 平成１５年度

平成16年4月 1日から 平成15年4月 1日から 増     減

平成17年3月31日まで 平成16年3月31日まで

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 比　率

％ ％ ％

1,228,169 49.4 1,235,965 49.3 △  7,796 △0.6 

212,842 8.6 197,978 7.9 14,864 7.5 

946,433 38.1 985,324 39.3 △  38,891 △3.9 

97,195 3.9 88,751 3.5 8,444 9.5 

2,484,639 100.0 2,508,018 100.0 △  23,379 △0.9 

国 内 売 上 高 1,259,494 50.7 1,266,876 50.5 △  7,382 △0.6 

海 外 売 上 高 1,225,145 49.3 1,241,142 49.5 △  15,997 △1.3 

（注）当年度より部門別区分を変更し､「コンシューマ部門」､「コマーシャル部門」､「コンポーネント部門」
及び「その他部門」に区分しています。
これに伴い､平成１５年度の売上高は､平成１６年度の表示に
合わせて組替え表示しています。
新区分の内容につきましては､８ページ「事業の種類別セグメント」の注記をご参照下さい。

合 計

内

訳

項　　　　目 ( (） ）

コ ン シ ュ ー マ 部 門

コンポーネント部門

コ マ ー シ ャ ル 部 門

そ の 他 部 門



【 連 結 】

比　較　連　結　損　益  計　算　書

（単位：百万円）

平成１６年度 平成１５年度

平成16年4月 1日から 平成15年4月 1日から 増　　　減

平成17年3月31日まで 平成16年3月31日まで

金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 比　率

％ ％ ％

2,484,639 100.0 2,508,018 100.0 △23,379 △0.9 

101,947 4.1 91,921 3.7 10,026 10.9 

2,586,586 104.1 2,599,939 103.7 △13,353 △0.5 

2,125,637 85.6 2,115,262 84.4 10,375 0.5 

418,633 16.8 389,126 15.5 29,507 7.6 

42,316 1.7 95,551 3.8 △53,235 △55.7 

32,765 1.3 41,207 1.7 △8,442 △20.5 

受取利息及び配当金 ( 5,642 ) ( 6,439 ) ( △797 )

そ の 他 の 収 益 ( 27,123 ) ( 34,768 ) ( △7,645 )

140,072 5.6 90,766 3.6 49,306 54.3 

支 払 利 息 ( 17,118 ) ( 14,868 ) ( 2,250 )

そ の 他 の 費 用 ( 122,954 ) ( 75,898 ) ( 47,056 )

△64,991 △2.6 45,992 1.9 △110,983 － 

72,303 2.9 28,534 1.2 43,769 153.4 

△137,294 △5.5 17,458 0.7 △154,752 － 

△152 △0.0 4,058 0.2 △4,210 － 

△137,142 △5.5 13,400 0.5 △150,542 － 

項　　　　目

法 人 税 等

少数株主持分損益(控除)

営 業 外 費 用

売 上 高

そ の 他 の 営 業 収 益

売 上 高 ・ 営 業 収 益 計

売 上 原 価

当 期 純 利 益

税 引 前 利 益

少数株主持分控除前利益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

( ） ）(



【 連 結 】

比　較　連  結  貸　借　対　照　表

(単位：百万円)

平成 16 年度末平成 15 年度末 平成16年度末平成15年度末

(平成17年 (平成16年 (平成17年 (平成16年
3月31日現在) 3月31日現在) 3月31日現在) 3月31日現在)

(資産の部） （負債の部）

現 金 及 び 預 金 124,053 101,861 22,192 短 期 借 入 金 408,531 386,570 21,961 

定 期 預 金 170,929 175,601 △4,672 一年内返済長期負債 139,101 160,884 △21,783 

有 価 証 券 9,542 16,180 △6,638 支払手形及び買掛金 453,554 462,803 △9,249 

受取手形及び売掛金 448,281 436,105 12,176 関係会社支払手形･買掛金 50,235 14,461 35,774 

金 融 債 権 261,639 257,286 4,353 設備関係支払手形･未払金 33,108 26,992 6,116 

関係会社受取手形･売掛金 29,406 66,566 △37,160 未 払 税 金 11,301 11,305 △4 

貸 倒 引 当 金 △30,046 △23,734 △6,312 従 業 員 預 り 金 21,888 23,088 △1,200 

棚 卸 資 産 383,976 334,214 49,762 そ の 他 248,810 237,286 11,524 

繰 延 税 金 43,837 49,329 △5,492 計 1,366,528 1,323,389 43,139 

そ の 他 77,675 61,331 16,344 

計 1,519,292 1,474,739 44,553 679,728 562,057 117,671 

216,190 213,044 3,146 

関係会社投資･貸付金 56,066 40,258 15,808 2,262,446 2,098,490 163,956 

その他の投資･貸付金 194,925 200,976 △6,051 

計 250,991 241,234 9,757 49,963 47,835 2,128 

建 物 457,225 464,175 △6,950 172,242 172,242 － 

機 械 及 び そ の 他 944,543 1,006,905 △62,362 336,035 336,036 △1 

減 価 償 却 累 計 額 △941,762 △1,003,934 62,172 △49,940 92,766 △142,706 

土 地 130,906 145,386 △14,480 △104,289 △96,527 △7,762 

建 設 仮 勘 定 20,319 11,359 8,960 計 354,048 504,517 △150,469 

計 611,231 623,891 △12,660 

△7,357 △7,215 △142 

65,009 101,882 △36,873 346,691 497,302 △150,611 

212,577 201,881 10,696 

資 産 合 計 2,659,100 2,643,627 15,473 負債･少数株主持分･資本合計 2,659,100 2,643,627 15,473 

増　減

（資本の部）

項　　　　目 項　　　　目増　減

投 資 及 び 貸 付 金

社債及び長期借入金

未払退職･年金費用

資 本 金

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産

長 期 繰 延 税 金

そ の 他 の 資 産

流 動 負 債

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他の包括利益累計額

自 己 株 式

資本合計

少 数 株 主 持 分

負債合計

 5



【 連 結 】

比較連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
平成１６年度 平成１５年度

平成16年4月 1日から 平成15年4月 1日から

平成17年3月31日まで 平成16年3月31日まで

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益（△損失） △ 137,142 13,400

営業活動によるキャッシュ・フローの調整

減価償却費及びその他の償却費 123,540 113,785

受取手形及び売掛金の減少（△増加） 100,359 △ 56,613

棚卸資産の増加 △ 24,872 △ 1,987

支払手形及び買掛金の増加（△減少） △ 67,385 15,062

その他 9,195 2,724

営業活動によるキャッシュ・フロー計 3,695 86,371

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券及び投資有価証券の減少（△増加） △ 13,210 23,135

有形固定資産の購入 △ 96,633 △ 110,329

有形固定資産の売却 39,711 15,754

事業譲渡による収入 19,153 -

その他 △ 31,255 △ 19,916

投資活動によるキャッシュ・フロー計 △ 82,234 △ 91,356

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の減少 △ 20,737 △ 20,998

長期負債の増加（△減少） 104,096 △ 462

配当金の支払 △ 12,632 △ 11,650

その他 △ 147 △ 195

財務活動によるキャッシュ・フロー計 70,580 △ 33,305

Ⅳ．為替変動の現金及び現金等価物への影響額 1,145 △ 7,185

Ⅴ．現金及び現金等価物の純増減額 △ 6,814 △ 45,475

Ⅵ．新規連結子会社の現金及び現金等価物 24,334 3,184

Ⅶ．現金及び現金等価物の期首残高 277,462 319,753

Ⅷ．現金及び現金等価物の期末残高 294,982 277,462

項　　　　目
( (） ）



                                             【 連 結 】 

連結財務諸表作成の基本となる事項 

 

 

1. 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 

・連結会社数         143 社 

三洋電機㈱ 三洋電機ｸﾚｼﾞｯﾄ㈱ 鳥取三洋電機㈱ 

新潟三洋電子㈱ 三洋ｾｰﾙｽｱﾝﾄﾞﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ㈱ 三洋ｺﾏｰｼｬﾙ販売㈱ 

ｻﾝﾖｰ･ﾉｰｽｱﾒﾘｶ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ ｻﾝﾖｰ･ﾏﾆﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ ｻﾝﾖｰ･ｴﾅｼﾞｰ(USA)ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 

三洋電機(香港)有限公司 三洋半導体(香港)有限公司  

  

                                                                   他 132 社 

 

・持分法適用会社数    55 社 

 

 

2. 会計処理の方法等の変更 

 

 （１）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

 

連  結  新規 37 社 三洋東京ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ㈱、 

三洋 HA ｱｾｱﾝ(有) 

 

他 35 社 

     

  除外  4 社 三洋ﾃﾚｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 他  3 社 

      

持分法  新規  1 社 三洋ｴﾌﾟｿﾝｲﾒｰｼﾞﾝｸﾞﾃﾞﾊﾞｲｽ㈱   

     

  除外 33 社 山源証券㈱、大和ﾌｰﾂﾞ㈱、 

ｻﾝﾖｰ･ﾚｰｻﾞｰ･ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ･ｲﾝｸ 

  

他 30 社 

 
（２）会計処理の方法･･･変更なし 



【 連 結 】
セ　グ　メ　ン　ト　情　報

１．事業の種類別セグメント
（単位：百万円）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 比　率

% % %

1,248,312 47.0 1,242,958 46.7 5,354 0.4 

216,121 8.1 199,168 7.5 16,953 8.5 

984,387 37.0 1,024,406 38.5 △40,019 △3.9 

209,763 7.9 195,776 7.3 13,987 7.1 

2,658,583 100.0 2,662,308 100.0 △3,725 △0.1 

△71,997     － △62,369     － △9,628     －

2,586,586     － 2,599,939     － △13,353 △0.5 

28,875 43.9 39,288 33.3 △10,413 △26.5 

6,176 9.4 3,839 3.3 2,337 60.9 

18,196 27.7 57,782 48.9 △39,586 △68.5 

12,522 19.0 17,201 14.5 △4,679 △27.2 

65,769 100.0 118,110 100.0 △52,341 △44.3 

△23,453     － △22,559     － △894     －

42,316     － 95,551     － △53,235 △55.7 

（注)１．事業区分の方法

当年度より、事業の社内管理体制とディスクロージャーの整合性をより一層高め、開示情報に対する

説明責任をさらに強化するため、当社グループの事業の種類別セグメントを、「コンシューマ部門」、

「コマーシャル部門」、「コンポーネント部門」及び「その他部門」に区分しています。これに伴い、

平成15年度のセグメント情報は、平成16年度の表示に合わせて組替え表示しています。

２．各事業区分に属する主な製品

コンシューマ部門　：テレビ・ビデオテープレコーダー・ＤＶＤプレーヤー・液晶プロジェクター等

　　　　　　　　　　の映像機器、オーディオ機器、デジタルカメラ・電話機等の情報通信機器、

　　　　　　　　　　冷蔵庫・エアコン・洗濯機・電子レンジ等の家庭用機器

　　　　　　　　　　（概ね、従来のＡＶ・情報通信機器、及び電化機器に相当）

コマーシャル部門　：ショーケース・大型エアコン・吸収式冷温水機等の業務用機器

　　　　　　　　　　（概ね、従来の産業機器に相当）

コンポーネント部門：半導体、液晶パネル、電子部品、一次電池、二次電池、太陽電池等

　　　　　　　　　　（概ね、従来の電子デバイス、及び電池に相当）

そ　の　他　部　門：リース及びクレジット、物流、保守、住宅等

　　　　　　　　　　（従来のその他に相当）

３．事業区分を大きく組替えた主な製品
　　光ピックアップ：ＡＶ・情報通信機器からコンポーネント部門へ組替えています。
　　メディコム　　：ＡＶ・情報通信機器からコマーシャル部門へ組替えています。
　　コンプレッサー：電化機器からコンポーネント部門へ組替えています。

４．基礎的研究費及び親会社の本社管理部門に係わる費用については、配賦不能営業費用
として、「消去又は全社」の項目に含めています。

消 去 又 は 全 社

連 結

そ の 他 部 門

計

連 結

コ ン シ ュ ー マ 部 門

コ マ ー シ ャ ル 部 門

コンポーネント部門

コンポーネント部門

そ の 他 部 門

計

消 去 又 は 全 社

コ ン シ ュ ー マ 部 門

コ マ ー シ ャ ル 部 門

項　　　　目

平成１６年度 平成１５年度 

平成16年 4月 1日から
平成17年 3月31日まで

平成15年 4月 1日から
平成16年 3月31日まで

売
上
高
及
び
営
業
収
益

増　　減

営
 
業

利

益

（ ）（ ）



【 連 結 】

２．所在地別セグメント
（単位：百万円）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 比　率

% % %

日 本 2,309,461 61.4 2,380,742 67.3 △71,281 △3.0 

ア ジ ア 980,729 26.1 711,515 20.1 269,214 37.8 

北 米 323,502 8.6 306,154 8.7 17,348 5.7 

そ の 他 147,512 3.9 136,340 3.9 11,172 8.2 

計 3,761,204 100.0 3,534,751 100.0 226,453 6.4 

消 去 又 は 全 社 △1,174,618 － △934,812 － △239,806 － 

連 結 2,586,586 － 2,599,939 － △13,353 △0.5 

日 本 41,289 63.4 98,938 83.1 △57,649 △58.3 

ア ジ ア 17,116 26.3 14,783 12.4 2,333 15.8 

北 米 5,567 8.5 5,113 4.3 454 8.9 

そ の 他 1,147 1.8 169 0.2 978 578.7 

計 65,119 100.0 119,003 100.0 △53,884 △45.3 

消 去 又 は 全 社 △22,803 － △23,452 － 649 － 

連 結 42,316 － 95,551 － △53,235 △55.7 

３．海 外 売 上 高

（単位：百万円）

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 比　率

% % %

634,925 24.6 668,593 25.7 △33,668 △5.0 

336,353 13.0 338,530 13.0 △2,177 △0.6 

257,092 9.9 237,393 9.2 19,699 8.3 

1,228,370 47.5 1,244,516 47.9 △16,146 △1.3 

2,586,586 100.0 2,599,939 100.0 △13,353 △0.5 

平成１６年度 平成１５年度

ア ジ ア

北 米

平成16年4月 1日から 平成15年4月 1日から
平成17年3月31日まで 平成16年3月31日まで

平成15年4月 1日から

項　　　　目

項　　　　目

連結売上高及び営業収益

そ の 他

平成16年3月31日まで
平成16年4月 1日から
平成17年3月31日まで

海外売上高及び営業収益

平成１６年度 平成１５年度

売
上
高
及
び
営
業
収
益

増　　減

営
　
業
　
利
　
益

増　　減

（ （） ）

（ ）（ （（）（（



【 連 結 】

（単位：百万円）

売 却 可 能 証 券

負  債  証  券

持  分  証  券

売却可能証券計

満期保有目的証券

負  債  証  券

満期保有目的証券計

合          計

売 却 可 能 証 券

負  債  証  券

持  分  証  券

売却可能証券計

満期保有目的証券

負  債  証  券

満期保有目的証券計

合          計
（注）上記売却可能証券は、米国会計基準にもとづき公正価額にて貸借対照表に計上しております。

（単位：百万円）

為替予約・売建

為替予約・買建

オプション・売建

オプション・買建

金利・通貨ｽﾜｯﾌﾟ

為替予約・売建

為替予約・買建

オプション・売建

オプション・買建

金利・通貨ｽﾜｯﾌﾟ

1,374 △ 73 

343 0 

2,008 8 

320,855 △ 2,926 

114,928 147,179 32,251 

14,672 14,569 △ 103 

21,260 21,352 92 

93,668 125,827 32,159 

区    分
平成１５年度末

（平成16年3月31日現在）

取 得 価 額 公 正 価 額 未実現評価損益

14,672 14,569 △ 103 

129,600 161,748 32,148 

149,986 19,813 

26,600 26,268 △ 332 

26,600 26,268 △ 332 

金 融 派 生 商 品

金 融 派 生 商 品

162,072 

契  約  額

平成１６年度末
（平成17年3月31日現在）

平成１５年度末
（平成16年3月31日現在）

契  約  額 公 正 価 額

263,907 △ 1,320 

△ 2,192 

△ 103 

公 正 価 額

11,947 

デリバティブ取引の契約額および時価

20,145 

13,979 

109,739 

106 

89,700 20,039 

123,718 103,573 

130,173 

有価証券の時価等

未実現評価損益

平成１６年度末
（平成17年3月31日現在）

13,873 

区    分
取 得 価 額 公 正 価 額

24,988 

6,024 

1,091 

393 

△ 579 

76,225 



　企　業　集　団　の　状　況　

当グループは、当社及び連結子会社１４２社を中心に構成され、コンシューマ部門、コマーシャル部門、コン

ポーネント部門及びその他部門の４部門において、製造・販売・保守・サービス等の活動を行っています。

当グループにおける主要な関係会社の事業の系統は、概ね次の図のとおりです。

(注) 国内証券市場に上場している子会社

　　　東証一部・大証一部･･･三洋電機クレジット㈱

海　 外　 販　 売　 会　 社
<コンシューマ部門>

　ｻﾝﾖｰ･ﾉｰｽｱﾒﾘｶ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

　三洋ヨーロッパ㈱

　三洋電機(香港)有限公司

　三洋アジア㈱

　三洋空調設備ヨーロッパ㈲
<コンポーネント部門>

　ｻﾝﾖｰ･ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

　三洋電機(香港)有限公司

　三洋半導体(香港)有限公司

　三洋ｴﾅｼﾞｰ(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ)㈱

顧 客

その他会社

　三洋電機クレジット㈱

　三洋電機ロジスティクス㈱

　三洋ホームズ㈱

三洋セールスアンドマーケティング㈱

三 洋 電 機 ㈱

コンシューマ部門 コマーシャル部門 コンポーネント部門

海　 外　 製　 造　 会　 社
<コンシューマ部門>

　ｻﾝﾖｰ･ﾏﾆﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

　三洋電機(蛇口)有限公司

　三洋ﾊﾟｰｿﾅﾙ通信(ﾏﾚｰｼｱ)㈱

　ｻﾝﾖｰ･E&E・ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ
<コマーシャル部門>

　大連三洋制冷有限公司

　大連三洋冷鏈有限公司
<コンポーネント部門>

　三洋電機(蛇口)有限公司

　韓国東京シリコン㈱

　ｻﾝﾖｰ･ｴﾅｼﾞｰ(USA)ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

　三洋ｺﾝﾎﾟｰﾈﾝﾄﾖｰﾛｯﾊﾟ㈲

国　内　製　造　会　社
<コンシューマ部門>

　鳥取三洋電機㈱

  島根三洋工業㈱

　三洋ｴｱｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰｽﾞ㈱
<コマーシャル部門>
　三洋東京ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ㈱

<コンポーネント部門>
　鳥取三洋電機㈱
　新潟三洋電子㈱
　岐阜三洋電子㈱
  関東三洋ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰｽﾞ㈱
　三洋メディアテック㈱
　三洋エナジー鳥取㈱
　三洋ｴﾅｼﾞｰﾄﾜｲｾﾙ㈱
  三洋ｼﾞｰｴｽｿﾌﾄｴﾅｼﾞｰ㈱

国　内　販　売　会　社
<コンシューマ部門>

  三洋ｺﾝｼｭｰﾏﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ㈱

　三洋ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱｾｰﾙｽ㈱

<コンポーネント部門>
　三洋セミコンデバイス㈱

<コマーシャル部門>
　三洋コマーシャル販売㈱



 

経     営     方     針 

１．経営の基本方針 

      当社は、経済のグローバル化が益々進展する中、世界の人々との“共生”を経営の

基本思想とし、「私たちは世界のひとびとになくてはならない存在でありたい」という

経営理念の下、世界市場に向けて価値ある商品・サービスの提供に努めております。 

      今後、更にお客様から支持されるグローバルな優良企業グループを目指し事業活    

動を推進してまいります。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

   当社は、株主利益の向上を図ることを基本方針とし、業績や財務状況等を勘案して 

  利益配分を行ってまいります。 

       また、内部留保金につきましては、財務体質の強化を図りながら、新たな成長につ

ながる戦略投資などへ充当させてまいります。 

 

３．中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

      当社は、本年４月１日付けで、 急激かつ厳しい経営環境の変化に即応し、より明確

に顧客・市場と向かい合い、スピードある意思決定を行うために、従来の企業グルー

プ制・ビジネスユニット制をさらに進化させた「8つの事業グループへの細分・再編」

および「小さくかつ強い本社への再編」を軸とした組織改革を実施しました。 

この組織改革では、特に、自動車関連事業を担当するオートモーティブカンパニー

や医療・バイオ関連機器を担当するメディカル事業本部の新設などによって、当社グ

ループの将来の重点事業を鮮明にしました。また、従来より取り組んできた「デジタ

ル＆デバイス（Ｄ＆Ｄ）」、「エナジー＆エコロジー（Ｅ＆Ｅ）」、「コミュニティ＆キャ

ピタル（Ｃ＆Ｃ）」の各事業ドメインのさらなる成長へ向けた事業基盤の強化を行うこ

とで、事業により一層専念できる攻撃的な体制への変革を図っていきます。 

また、今後の成長の起爆剤として、ブランド本部、ＨＡインターナショナル本部、

コーポレートクロスファンクション推進本部などを新たに設立し、それぞれの組織が、

三洋ブランドの再構築、海外における売上の拡大およびグループ横断的な機能強化を

徹底的に追求することによって、企業競争力の向上を推進していきます。 

こうした新経営システムの下、新潟県中越地震で被災した半導体事業の復興のみな

らず、経営陣についても刷新を図り、厳しい経営環境からの復活と進化の実現に挑戦

していきます。そのためには、これまで培ってきた経営資源も最大限に活用しながら、

当社グループ全体の構造改革を敢行し、有利子負債削減など財務体質の健全化ならび

に成長できる事業構成への変革を一層加速していきます。 
 

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
 (1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

     当社は、当社の経営理念を実践するために、グループのすべての役員および社員があ

らゆる企業活動において、守らなければならない指針として三洋電機グループの行動

基準を設定しております。 



     この行動基準に基づき、私たち一人ひとりが、健全な事業活動をするために遵法精神

にのっとり、常に世界的な視野に立って物事を考え、「チャレンジ精神」と「感謝の

心」をもって行動することで、コーポレート・ガバナンスの充実に努めてまいりたい

と考えております。 
  当社では、「コンプライアンス」を社会的責任を果たすための大切な基礎と考え、

その遵守が事業活動を継続するうえでの重要な要件であると認識し、グループのコン

プライアンス経営を積極的に推進しております。当社では、コンプライアンスを法

令・社内規定等の遵守のみならず企業倫理を含めて広範囲に定義づけ、グループの役

員および社員が守らなければならない具体的な行動規範として「コンプライアンスガ

イドライン」を定めております。 
 

 (2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 
   ①会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレー

ト・ガバナンス体制の状況 
    ・取締役会は、法令または定款の定める事項のほか、重要な業務執行を決定し、

取締役および取締役会の委任を受けた執行役員の業務執行を監督しています。 
     また当社は監査役制度を採用しており、監査役は、取締役会等重要な会議に出

席し、業務および財産の状況を調査して取締役の業務の執行を監査しておりま

す。 
    ・取締役会の下に「指名委員会」、「報酬委員会」、「内部監査委員会」など６つの

専門委員会を設置し、取締役会への提案などの活動を行っております。 
・ 内部統制については、内部統制の充実、強化を図るため、社内及び主要関係会

社に内部監査部門を設置してネットワーク型内部監査体制を構築し、業務運営

の適法性や効率性等の確保に努めております。 
・リスク管理については、リスク管理の統括責任者をおき、統括責任者を補佐す

る機能をＣＳＲ推進ユニットおよび総務ユニットとして、グループ全体のリス

ク管理を横断的に統括、調整し、グループのリスク対応力の強化に努めており

ます。 
・ コンプライアンスについては、内部監査委員会の監督・指導のもと、社長を総

括責任者と定め、各企業グループを主体とした推進体制を構築しております。 
具体的には、各企業グループの責任者が任命したコンプライアンスリーダーほ

か関係部門が中心となり、コンプライアンス意識の向上と違反防止の取り組み

の活動を行い、ＣＳＲ推進ユニットが企業グループの活動支援等を、監査部門

がコンプライアンス監査を実施します。総括責任者はこれらコンプライアンス

推進活動の全体を統括しております。 
・ 会計監査については、中央青山監査法人を選任しております。同監査法人及び 
当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と、当社との間には特別の利害 
関係はありません。 

      同監査法人とは定期的な打合せを含め、必要に応じ随時情報の交換を行う 
      ことで相互連携に努めております。 
 
 
 
 



   ②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係そ

の他の利害関係の概要 
      当社の社外取締役は３名、社外監査役は２名となっておりますが、該当事項は

ありません。 
 
   ③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近 1 年間における実

施状況 
          平成１６年４月より、取締役会の監視・監督機能と業務執行機能を明確に区分し

て経営の透明性を高めるため、取締役１２名の構成を、会長及び社外取締役を中

心とする監督に専念する取締役６名、社長、企業グループＣＥＯ及びＣＯＯを中

心とする業務執行を兼務する取締役６名の同数とし、厳しく執行を監視していく

体制に変更しました。 
     また、取締役会より委任を受けた重要執行案件のスピーディで全体最適な意思

決定と執行を行うため、常務執行役員以上による「常務執行役員会議」を設置し

ました。これにより平成１５年４月に設置した｢全執行役員会議｣及び｢ビジネスユ

ニットリーダー会議」とあわせ、グループの総合力を高める機会の強化を図って

おります。 
コンプライアンスに関しては、取り組みの一層の拡大・充実に努めました。 

具体的には、「内部監査委員会」によるコンプライアンスヒアリング（社内カンパ

ニーの社長等が対象）を当年度も実施するとともに、第 1 回北米コンプライアン
ス推進会議を開催し、当該地域の関係会社社長に対してコンプライアンス徹底を

図りました。また、役員研修会を始めとするコンプライアンス教育に加え、新た

に中途採用者に対するコンプライアンス教育を開始し、社内の相談・申告窓口（コ

ンプライアンスホットライン）については、受付窓口の複数設置、社内のポスタ

ー掲示など、社員に対して利用の促進を呼びかけました。 
 
 
 



経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

１．当期の概況 

 当期の世界経済は、米国景気の好調と中国経済の高成長に支えられる中、総じて堅調に

推移したものの、期後半には原油価格や原材料価格の高騰など先行き不透明感が増してき

ました。 

 一方、わが国経済は、企業収益が改善し、民間設備投資も堅調なことから、民間需要を

中心に景気は緩やかに回復しているものの、当社グループを取り巻く環境は、米国ドルに

対する円高の影響、所得低迷による個人消費の伸び悩み、デジタル家電等の価格競争激化

などにより引き続き厳しい状況で推移しました。 

 このような状況の下、当社グループではさらなる成長を遂げていくために、グローバル

市場で成長分野として期待できる環境関連事業において、積極的な事業の強化・拡充と将

来へ向けた布石を打ちました。 

具体的には、以下の施策を推進しました。 

 ・欧州の自動車市場への進出を目指し、ドイツ ダイムラー・クライスラー社メルセ

デス・ベンツ部門とハイブリッド自動車(ＨＥＶ)用二次電池の共同開発の検討で合

意しました。 

 ・吸収式冷凍機のグローバルトップシェアを目指すとともに、より一層の競争力向上

と事業拡大を図るため、世界最大の空調機器メーカーである米国キヤリア社と吸収

式冷凍機事業のグローバルな戦略的事業提携に関して合意しました。 

 ・環境意識が高い欧州市場に向けて「エナジー＆エコロジー」分野の製品を積極的に

供給するため、ハンガリーにおいて、太陽電池モジュールと業務用空調機の新工場

設立に着手しました。なお、太陽電池については、国内の「二色の浜工場」におい

ても新工場を建設し、生産能力の拡大に努めてきました。 

 

 事業別の売上では、順調な個人需要に支えられた携帯電話、米国向けカラーテレビ、発

電効率を高めた太陽電池などが増加し、エアコンや冷蔵庫なども猛暑の影響で堅調に推移

しました。また、金融、物流、住宅など「“くらし”トータルソリューション」をコンセプ

トとするサービス事業も堅調でしたが、競争激化や価格下落の影響により、デジタルカメ

ラの売上は減少しました。 

 さらに、平成 16 年 10 月 23 日に発生した新潟県中越地震により、当社グループの半導体

主力製造拠点の１つである新潟三洋電子㈱が被災した影響で、半導体事業を中心に大幅な

損失を計上するに至りました。 

 

【連結業績概要】 

 当期の連結売上高は、前期比 ０．９％減少し ２兆４，８４６億円となりました。 

 このうち国内売上高は、前期比 ０．６％減少の １兆２，５９４億円となり、海外売上

高は、前期比 １．３％減少の １兆２，２５１億円となりました。 

 

 部門別では、コンシューマ部門においては、ＦＭラジオ付き携帯電話など高付加価値新

商品の効果による国内向け携帯電話、猛暑の影響によるエアコン、自動製氷機周りの清掃

を簡単に行える機能が好評だった冷蔵庫などの売上が増加しましたが、競争激化や価格下

落によりデジタルカメラの売上は減少しました。 

 海外では、堅調な米国個人消費に支えられた米国向けカラーテレビの売上が増加しまし



た。 

 新商品としては、新しい商品戦略の下で、動画撮影時の手ぶれ補正機能を搭載したデジ

タルムービーカメラ「Ｘａｃｔｉ(ザクティ)ＤＭＸ－Ｃ４」、丸みを帯びた新鮮なデザイン

のハイビジョンプラズマテレビ「ＶＩＺＯＮ ＣＡＰＵＪＯ(カプージョ)」、スマートフォ

ルムと選べる７色でインテリアコーディネートを提案する家庭用エアコン「新・呼吸する

エアコン 四季彩館」などを発売しました。 

 以上の結果、当部門の売上高は １兆２，２８１億円で、前期比 ０．６％減となりまし

た。 

 

 コマーシャル部門においては、大型エアコンは、国内では低調でしたが、中国でのパッ

ケージ型エアコン、欧州でのビル用マルチエアコンがそれぞれ好調でした。 

 スーパーショーケースは、中国での大手スーパーマーケット向け等の需要が堅調で、価

格下落の影響はあったものの、全体の売上は増加しました。 

 以上の結果、当部門の売上高は ２，１２８億円で、前期比 ７．５％増となりました。 

 

 コンポーネント部門においては、電池は、原材料価格の高騰や完成品市場の価格下落な

どの影響がありましたが、米国住宅市場が好調に推移したことで電動工具向けのニカド電

池の売上が大きく増加し、携帯電話向けなどのリチウムイオン電池も引き続き堅調に推移

しました。また、太陽電池も需要の伸びが大きく、生産を増強したことから売上が大幅に

増加し、電池全体の売上は増加しました。また、米国フォード社および本田技研工業㈱へ、

ハイブリッド自動車(ＨＥＶ)用二次電池の供給を開始しています。 

 しかしながら、新潟県中越地震により半導体主力製造拠点の１つである新潟三洋電子㈱

が被災した影響で半導体の売上が大きく減少し、光ピックアップも価格下落の影響により

減少しました。 

 なお、液晶事業につきましては、平成 16 年 10 月 1 日にセイコーエプソン㈱と合弁で三

洋エプソンイメージングデバイス㈱を設立し、持分法を適用したことから売上の減少要因

となりました。 

 以上の結果、当部門の売上高は ９，４６４億円で、前期比 ３．９％減となりました。 

 

 その他部門においては、物流事業では三洋電機ロジスティクス㈱が展開する企業の物流

業務全般を一括して請け負うサードパーティーロジスティクス事業が堅調に推移し、住宅

事業でも三洋ホームズ㈱のマンション事業が好調でした。また、金融事業では三洋電機ク

レジット㈱が競争激化の事業環境の中、営業員を増強するなど事業強化に努めました。 

 以上の結果、当部門の売上高は ９７１億円で、前期比 ９．５％増となりました。 

 

 利益面では、販売価格の下落や原材料価格の高騰、及び新潟県中越地震の影響による半

導体の売上減少などにより、営業利益は前期比 ５５．７％減の ４２３億円となり、税引

前利益は、新潟三洋電子㈱の地震災害損失 ４２３億円の計上などにより ６４９億円の損

失となりました。これに加え、繰延税金資産の回収可能性を厳格に判断し、その一部を取

り崩した結果、当期純利益は １，３７１億円の損失となりました。株主の皆様には多大な

ご迷惑とご心配をおかけすることとなり、誠に申し訳なく深くお詫び申し上げます。 

 

 キャッシュフローの状況につきましては、営業活動による資金の増加は ３６億円、投資

活動による資金の減少は ８２２億円、また、財務活動による資金の増加は ７０５億円と



なりました。また これらに為替変動などの影響を考慮した現金及び現金等価物の期末残高

は、前期末に比べ １７５億円増加し、２，９４９億円となりました。 

 

【単独業績概要】 

 当期の単独売上高は、前期比 ５．９％増加し １兆４，５８９億円となりました。 

このうち、国内売上高は、前期比 ８．０％増加の ９，２８０億円となり、 

輸出売上高は前期比 ２．５％増加の ５，３０８億円となりました。 

 

 利益面では、販売価格の下落や原材料価格の高騰、及び新潟県中越地震の影響による半

導体の売上減少などにより、営業利益は ４１億円の損失、経常利益は前期比９６．４％減

の ４億円となりました。税引前当期純利益は、関係会社株式等評価損 ４４９億円を計上

したことなどにより ４２０億円の損失となり、当期純利益は、繰延税金資産の一部取り崩

しなどにより ８７８億円の損失となりました。 

 なお、第８１期の配当につきましては、中間配当金を１株当たり３円とさせて頂きまし

たが、当期純利益が大幅な赤字となりましたため、まことに遺憾ながら期末配当は見送る

こととさせて頂く予定です。 

 

２．平成１７年度の業績見通し 

今後の経済情勢は、世界経済は全般的に拡大傾向ながら、米国や中国での金融引き締め・

景気減速の可能性をはらんでおり、国内景気においては踊り場からの脱出へ向けた模索が

依然として続くものと予想されます。また、「環境」と「デジタル」が本格的に経済を牽引

すると期待される中で、当社グループにとってのビジネスチャンスは広がるものの、経済

のグローバル化の進展によって企業間競争はますます熾烈化し、また、ＩＴ分野を中心と

した在庫調整による販売価格の下落、原油価格や原材料価格の高騰などにより、当社グル

ープを取り巻く経営環境は一層厳しいものとなる見込です。 

 当社グループにとって、創業以来類を見ない大変厳しい経営環境下ですが、｢変革」をキ

ーワードとして、当社グループ全体としての構造改革を敢行し、成長できる事業構成への

変革と有利子負債削減などによる財務体質の強化へ向けた事業の選択と集中を一層加速し

ていきます。 

 このための構造改革費用として、連結で ９００億円（人件費関係で ２４０億円、資産

のスリム化で １００億円、事業構造再構築にかかる在庫・設備関係で ５６０億円）、単独

で ８００億円（人件費関係で ２００億円、資産のスリム化で １００億円、事業構造再構

築にかかる在庫・設備関係で ５００億円）を見込んでおりますので、平成１７年度は誠に

遺憾な見通しとなっておりますが、平成１８年度以降にはその効果が現れ、再び成長軌道

へ乗せることが出来るものと判断し、一連の改革にグループ一丸となって挑み、高収益・

筋肉質で攻撃的な企業への変革に向けて不退転の決意で臨む所存です。 

 

 平成１８年３月期の連結、単独の通期の見通しにつきましては、以下の通りです。  

  

  １．連結業績の見通し  売 上 高      ２兆 ４，９００億円（前期比 １００．２％） 

                        営 業 利 益             ６５０億円（前期比 １５３．６％） 

                        税引前利益            △５６０億円（前期は     △６４９億円） 

                        当期純利益             △９２０億円（前期は △１，３７１億円） 

                                                                                 



 

  ２．単独業績の見通し  売 上 高      １兆 ４，８００億円（前期比 １０１．４％） 

                        営 業 利 益             △４０億円（前期は       △４１億円） 

                        経 常 利 益             △１０億円（前期は           ４億円） 

                        当期純利益         △１，４５０億円（前期は     △８７８億円） 

 

※上記の業績見通しは、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいてお

り、実際の業績は見通しと大きく異なる可能性があります。 

その要因のうち主なものは、世界各地域の政治及び経済情勢の変動、原材料価格の高騰、

及び為替相場の変動等、次項に記載の事業等のリスクなどであります。（これらに限ら

れるものではありません。） 

 

３．事業等のリスク 

 当社グループは、経営上のリスクを抽出・評価し、それぞれのリスクについて対策を講じ、

損失を予防または軽減する体制を構築し、リスク管理の強化を図っています。その中で、当

社グループの経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下

のようなものがあります。 
なお、文中における将来に関する事項は、当期末（平成１７年３月３１日）現在において

当社グループが判断したものです。 
 
(1)経営リスク（商品品質、消費者対応、環境、知的財産、コミュニケーション、販売、生

産、事業戦略、取引先） 

 ・当社グループの製品は、世界的に認められている品質基準に基づき製造されています

が、すべてにおいて欠陥がなく、将来リコールが発生しないとは限りません。 
  また、製造物責任においてもＰＬ保険に加入していますが、その賠償請求に対して、

将来においても十分にカバーできている保証はありません。大規模なリコール、及び

製造物責任の訴訟が発生した場合、当社の信用力に対して疑義が発生し、またその保

証コストが、業績に悪影響を与える可能性があります。 
 ・近年、知的財産において職務発明者の帰属利益に関する訴訟が発生しています。当社

グループとしては、現在訴訟は発生していませんが、今までの判例に則したような報

奨制度を設けているわけではありません。過去の職務発明に関して訴訟が発生し、多

額の賠償額の支払いが業績を悪化させる可能性があります。 
 ・環境汚染に関して、当社は、定期的な環境監査に加え、汚染調査等を行っていますが、

将来の法改正や過去に起因する汚染物質の顕在化等で、将来会社の信用、及び業績に

悪影響を及ぼす可能性があります。 
 ・当社グループの取引先については、十分な信用調査の上その取引を行っていますが、

偶発債務の発生等によりその取引先との継続取引ができない可能性があります。その

場合、一時的に製品の供給が停止したり、貸倒れの発生により損害が発生する可能性

があります。 
 ・生産供給体制は、ボーダーレスとなっており、その競合相手は、全世界に広がってい

ます。特に労務コストの安い韓国、台湾、中国の各メーカーの技術力向上により、商

品の価格下落が起こっており、当社グループのコストダウンが価格下落のスピードに

追随できない場合、業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
 ・当社グループは様々な素材を使用していますが、社会情勢や需給関係のアンバランス、



もしくは、投機による価格操作等によりその価格が急騰する可能性があります。材料

の調達に関しては、計画的に行っていますが、急激な価格高騰により材料費比率が大

幅に悪化する可能性があります。固定費の削減等で対応を行いますが、急激な価格高

騰はその対応を困難とし業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
 ・当社は、三洋ブランド以外にＯＥＭブランドでの生産比率が高い商品があります。ま

た、部品の売上比率も大きく、ＯＥＭ先、もしくは、部品納入先の方針変更（二社購

買方針や、コスト追求等）によりその受注を逃す可能性があります。 
 
(2)労務リスク（人事労務、安全衛生・労働災害） 
 ・当社グループの商品の開発、生産にあたっては、十分なノウハウ、知識が必要であり、

その育成には重点的に取り組んでいますが、それらのノウハウ、技能が転職という形

で流出する可能性があります。 
  また、技術革新のスピードに対応するために、再教育を行う必要がありますが、その

再教育の効果が十分に発揮できず、そのコストが業績に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。 
 
(3)財務リスク（経済変動、財務） 
 ・当社グループの販売は全世界に及んでおり、各地域の経済変動や、消費者の嗜好の変

化により売上高が減少する可能性があります。 
 ・急激な市況の変化による株式の下落や、土地価格の下落により当社グループ保有の資

産価値が減少する可能性があります。 
 ・当社グループは、海外での取引比率が大きく、為替の変動には大きな影響を受けます。

海外での生産比率の調整や為替予約等でリスクヘッジに努めていますが、完全にリス

クの排除はできません。今後、急激な為替変動が発生した場合、業績に悪影響を及ぼ

す可能性があります。 
 
(4)政治・経済・社会リスク（海外安全） 
 ・当社グループは、全世界に販売・生産拠点を構築しており、カントリーリスクの分散

化をおこなっていますが、各国の急激な政策変更等が発生した場合、一時的な損失の

計上や、商品の供給に問題をきたす可能性があります。 
 ・テロ等の突発事項により、該当国との取引が停滞し業績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。 
 
(5)災害・事故リスク（自然災害・事故） 
 ・天災に関する被害については、その影響を出来るだけ抑えるため費用対効果を検討の

上、対策を実施していますが、想定外の天災については、その損害を免れず、生産停

止等により顧客への信頼を失い業績の悪化につながる可能性があります。 
 

 

 



 

平成１７年３月期(第８１期) 個別財務諸表の概要         
 
上 場 会 社 名        三洋電機株式会社                         平成１７年４月２７日          
コ ー ド 番 号          ６７６４                               上場取引所 東・大・名・福・札 
（ＵＲＬ http://www.sanyo.co.jp/）                  本社所在都道府県  大阪府 

代 表 者          代表取締役社長 桑野 幸徳 

問 合 せ 先          経理ユニット リーダー 
                   岡崎 孝雄     ＴＥＬ (０６)６９９１－１１８１ 
決算取締役会開催日 平成１７年４月２７日                   中間配当制度の有無     有 

配当支払開始予定日 平成 ― 年―月 ― 日             定時株主総会開催日 平成１７年６月２９日   

単元株制度採用の有無   有（１単元 １,０００株）  

１． １７年３月期の業績(平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日) 

(1)経営成績                      (記載金額は百万円未満を切り捨てている。) 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 
１７年３月期 
１６年３月期 

百万円 
1,458,981 
1,377,197 

％

5.9

17.5

百万円
△4,107 
24,422 

％ 
- 

117.8 

百万円
482 

13,427 

％
△96.4
47.4

 

 当期純利益 
1株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本

経常利益率

売 上 高

経常利益率

 
１７年３月期 
１６年３月期 

百万円   ％

    △87,800         - 

   4,398         - 

円 銭

 △47   33 

   2   37 

円 銭

      - 

   2   37 

％ 

  △16.7 

    0.8 

％

     0.0 

   0.9 

％

     0.0 

   1.0 
(注)①期中平均株式数 17年3月期 1,854,946,570 株             16年3月期 1,855,237,311株 
   ②会計処理の方法の変更    無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2)配当状況 

1株当たり年間配当金  
 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率     

 
１７年３月期 
１６年３月期 

 円 銭 

     3  00 

     6  00 

円 銭

     3  00 

     3  00 

 円 銭

     0  00 

     3  00 

百万円 

     5,565 

    11,131 

％

        － 

     253.1 

％

    1.2 

     1.9 
 

(3)財政状態 

 総 資 産      株主資本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 
１７年３月期 
１６年３月期 

百万円

1,429,432 

         1,454,828 

百万円

476,057 

          578,274 

％ 

        33.3 

        39.7 

円  銭

      256    67 

      311    72 

(注)①期末発行済株式数       17年3月期 1,854,730,487 株      16年3月期 1,855,114,734株 

  ②期末自己株式数        17年3月期    17,607,612 株      16年3月期    17,223,365 株   
 

２．１８年３月期の業績予想(平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
中 間 期 末  

 
中 間 
通 期 

百万円 

690,000 

1,480,000 

百万円

△13,000 

△1,000 

百万円

△89,000 

△145,000 

円 銭 

  0   00 

  － 

円 銭

   － 

0  00 

円 銭

   － 

0  00 

 上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の17ページを参照してください。 



【 単 独 】

部 門 別 売 上 高 比 較 表

（単位：百万円）

平成１６年度 平成１５年度  

平成16年4月 1日から 平成15年4月 1日から 増　　減

平成17年3月31日まで 平成16年3月31日まで  

金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額 比率

％ ％ ％

739,279 50.6 734,856 53.4 4,423 0.6 

130,522 8.9 74,104 5.4 56,418 76.1 

589,179 40.5 568,237 41.2 20,942 3.7 

1,458,981 100.0 1,377,197 100.0 81,784 5.9 

国 内 売 上 高 928,087 63.6 859,461 62.4 68,626 8.0 

輸 出 売 上 高 530,893 36.4 517,735 37.6 13,158 2.5 

（注）当年度より部門別区分を変更し、「コンシューマ部門」、「コマーシャル部門」
及び「コンポーネント部門」に区分しています。
これに伴い、平成１５年度の売上高は、平成１６年度の表示に
合わせて組替え表示しています。
新区分の内容につきましては、８ページ「事業の種類別セグメント」の注記をご参照下さい。

コ ン シ ュ ー マ 部 門

合 計

コ マ ー シ ャ ル 部 門

コンポーネント部門

内

訳

項　　　　目 ( ) ( )



【 単 独 】

比　較　損　益  計　算　書

（単位：百万円）

平成１６年度 平成１５年度

平成16年4月 1日から 平成15年4月 1日から 増　　　減

平成17年3月31日まで 平成16年3月31日まで

金　　額 百分比 金　　額 百分比 金　　額 比　率

％ ％ ％

（経 常 損 益 の 部）

1,458,981 100.0 1,377,197 100.0 81,784 5.9 

1,285,046 88.1 1,187,369 86.2 97,677 8.2 

178,042 12.2 165,405 12.0 12,637 7.6 

△  4,107 △0.3 24,422 1.8 △28,529 － 

50,901 3.5 47,850 3.5 3,051 6.4 

受取利息及び配当金 ( 16,922 ) ( 11,026 ) ( 5,896 )

そ の 他 の 収 益 ( 33,978 ) ( 36,824 ) ( △2,846 )

46,310 3.2 58,845 4.3 △12,535 △21.3 

支 払 利 息 ( 4,378 ) ( 3,713 ) ( 665 )

そ の 他 の 費 用 ( 41,932 ) ( 55,132 ) ( △13,200 )

482 0.0 13,427 1.0 △12,945 △96.4 

（特 別 損 益 の 部）

13,478 0.9 28,740 2.1 △15,262 △53.1 

固 定 資 産 売 却 益 ( 1,793 ) ( 6,483 ) ( △4,690 )

投資有価証券売却益 ( 9,567 ) ( － ) ( 9,567 )

関係会社株式売却益 ( 2,080 ) ( 1,135 ) ( 945 )

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 ( 37 ) ( － ) ( 37 )

新 企 業 年 金 制 度
移 行 差 益

( － ) ( 21,121 ) ( △21,121 )

56,052 3.8 38,708 2.8 17,344 44.8 

固 定 資 産 処 分 損 ( 11,124 ) ( 5,426 ) ( 5,698 )

関係会社株式等評価損 ( 44,927 ) ( 26,582 ) ( 18,345 )

関 係 会 社 整 理 損 失 ( － ) ( 6,700 ) ( △6,700 )

△42,090 △2.9 3,458 0.3 △45,548 － 

2,505 0.2 100 0.0 2,405 － 

43,204 2.9 △1,039 △0.0 44,243 － 

△87,800 △6.0 4,398 0.3 △92,198 － 

17,138 15,631 1,507

1,059 1,531 △472

5,565 5,565  －

△75,166 15,996 △91,162当 期 未 処 分 利 益

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

合 併 に よ る
未 処 分 利 益 受 入 額

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

法人税､住民税及び事業税

営 業 利 益

営 業 外 損 益 の 部

営 業 損 益 の 部

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

項　　　　　目 ( (） ）



【 単 独 】

(単位：百万円)

平成16年度末平成15年度末 平成16年度末平成15年度末

(平成17年 (平成16年 増 減 (平成17年 (平成16年 増 減
3月31日現在) 3月31日現在) 3月31日現在) 3月31日現在)

(資産の部） （負債の部）

607,945 644,868 △36,923 514,576 504,043 10,533 

現 金 及 び 預 金 148,106 150,611 △2,505 54 556 △502 

受 取 手 形 12,761 8,354 4,407 307,254 323,230 △15,976 

売 掛 金 236,217 293,141 △56,924 21 229 △208 

製 品 56,562 50,511 6,051 － 20,000 △20,000 

材 料 ・ 仕 掛 品 69,275 60,339 8,936 40,000 － 40,000 

前 払 費 用 609 458 151 104,161 101,059 3,102 

繰 延 税 金 資 産 27,122 23,726 3,396 1,100 100 1,000 

短 期 貸 付 金 2,142 3,724 △1,582 20,620 25,014 △4,394 

未 収 入 金 38,517 34,908 3,609 37,474 31,656 5,818 

そ の 他 の 流 動 資 産 17,189 19,705 △2,516 1,347 1,325 22 

貸 倒 引 当 金 △559 △613 54 2,540 870 1,670 

438,798 372,511 66,287 

821,486 809,959 11,527 240,000 220,000 20,000 

304,418 301,885 2,533 － 49,898 △49,898 

建 物 101,633 91,529 10,104 100,012 35 99,977 

構 築 物 9,998 9,057 941 98,692 102,324 △3,632 

機 械 装 置 93,021 113,325 △20,304 93 253 △160 

車 両 運 搬 具 170 188 △18 負 債 合 計 953,374 876,554 76,820 

工 具 器 具 備 品 24,792 19,702 5,090 （資本の部）

土 地 61,046 62,387 △1,341 172,242 172,242 － 

建 設 仮 勘 定 13,754 5,694 8,060 234,750 234,751 △1 

21,883 20,158 1,725 234,743 234,743 － 

ソ フ ト ウ エ ア 20,854 19,127 1,727 6 7 △1 

施 設 利 用 権 47 52 △5 自 己 株式処分差益 6 7 △1 

その他の無形固定資産 981 979 2 64,014 161,135 △97,121 

495,184 487,916 7,268 33,796 33,046 750 

投 資 有 価 証 券 150,115 120,431 29,684 105,385 112,092 △6,707 

子 会 社 株 式 271,654 263,492 8,162 特 別 償 却 準 備 金 3,806 513 3,293 

長 期 貸 付 金 2,053 988 1,065 退 職 給 与 積 立 金 300 300 － 

長 期 前 払 費 用 19,181 16,236 2,945 配 当 準 備 積 立 金 14,160 14,160 － 

繰 延 税 金 資 産 41,351 74,528 △33,177 固定資産圧縮積立金 119 119 － 

そ の 他 の 投 資 等 10,838 12,255 △1,417 別 途 積 立 金 87,000 97,000 △10,000 

貸 倒 引 当 金 △9 △17 8 △75,166 15,996 △91,162 

△7,357 △7,215 △142 

資 本 合 計 476,057 578,274 △102,217 

資 産 合 計 1,429,432 1,454,828 △25,396 負債・資本合計 1,429,432 1,454,828 △25,396 

(注)

　　　　　（上記期末発行済株式数には、平成16年度末 17,607,612株、平成15年度末 17,223,365株の自己株式を含む）

任 意 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

社 債

転 換 社 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

資 本 準 備 金

未 払 費 用

預 り 金

製 品 保 証 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

コマーシャルペーパー

一 年 内 償 還 社 債

未 払 金

未 払 法 人 税 等

自 己 株 式

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

12,407 17,360 △4,953 

比　較　貸　借　対　照　表

流 動 資 産

固 定 資 産

項 目 項 目

流 動 負 債

固 定 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

有 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

無 形 固 定 資 産

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 の 固 定 負 債

利 益 準 備 金

有形固定資産の減価償却累計額

保 証 債 務 残 高

保 証 予 約 残 高

期 末 発 行 済 株 式 数

平成16年度末 平成15年度末 増　　　減

528,049

19,617

30,707

1,872,338,099

百万円

百万円

百万円

　株

578,457

23,558

34,359

1,872,338,099

百万円

百万円

百万円

　株

△50,408

△3,941

△3,652

-

百万円

百万円

百万円

　株

1.

2.

3.



【 単 独 】

・財務諸表作成のために採用している会計処理の原則及び手続並びに表示方法

1. 資産の評価基準及び評価方法

棚卸資産 評価基準 原価法
評価方法 製品、仕掛品は総平均法

原材料は移動平均法
部品は先入先出法

有価証券 子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
その他有価証券（時価のあるもの）　決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法による）
その他有価証券（時価のないもの）　移動平均法による原価法

デリバティブ 時価法

2. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産は定率法、無形固定資産は定額法による。
ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）については、定額法
による。また、無形固定資産のうちソフトウエアについては主として利用可能期間に基づく
定額法による。

3. 引当金の計上基準

貸倒引当金 　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
　　率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
　　検討し、回収不能見込額を計上している。

製品保証引当金　　　販売した製品の無償サービス費用に充てるため、必要見込額を計上し
　　ている。

退職給付引当金　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
　 　　及び年金資産の見込額に基づき計上している。

4. リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

5. ヘッジ会計の方法

相場変動リスク等は、為替予約、金利スワップによりヘッジしている。

6. 消費税等の会計処理

税抜方式を採用している。

・リース取引

平成16年度 平成15年度 　
支払リース料 4,168 百万円 2,849 百万円

・子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（平成17年3月31日現在）
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

子会社株式 15,230 百万円 45,133 百万円 29,903 百万円
関連会社株式 6,501 百万円 9,791 百万円 3,289 百万円

（平成16年3月31日現在）
貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

子会社株式 15,230 百万円 43,401 百万円 28,171 百万円
関連会社株式 5,751 百万円 9,031 百万円 3,279 百万円



【 単 独 】

比　較　利　益  処　分　案

（単位：百万円）

項　　　　目 平成１６年度 平成１５年度 増　　　減

△  75,166 15,996 △  91,162 

87,000 10,000 77,000 

合 計 11,833 25,996 △  14,163 

これを次のとおり処分します。

－ 5,565 △  5,565 

( 1株につき-円 ) ( 1株につき3円 )

503 3,292 △  2,789 

11,329 17,138 △  5,809 

当 期 未 処 分 利 益

利 益 配 当 金

特 別 償 却 準 備 金

次 期 繰 越 利 益

別 途 積 立 金 取 崩 額



2005年4月27日
三洋電機株式会社

平成16年度（2004年度）本決算補足資料
連 結

＜売上高＞ （単位：百万円 ,％）

計 構成比 国内 海外 計 構成比 国内 海外
売　上　高 2,484,639 100.0 1,259,494 1,225,145 2,490,000 100.0 1,320,000 1,170,000

(99.1) (99.4) (98.7) (100.2) (104.8) (95.5)

部門別 コンシューマ部門 1,228,169 49.4 726,220 501,949 1,268,260 50.9 776,300 491,960
売上高 (99.4) (100.3) (98.0) (103.3) (106.9) (98.0)

コマーシャル部門 212,842 8.6 168,241 44,601 217,660 8.7 171,800 45,860
(107.5) (99.9) (150.5) (102.3) (102.1) (102.8)

コンポーネント部門 946,433 38.1 283,481 662,952 883,060 35.5 265,520 617,540
(96.1) (93.9) (97.0) (93.3) (93.7) (93.2)

そ の 他 部 門 97,195 3.9 81,552 15,643 121,020 4.9 106,380 14,640
(109.5) (112.0) (98.0) (124.5) (130.4) (93.6)

各部門別主要製品売上高
コンシューマ テ レ ビ 119,524 4.7 19,716 99,808 116,270 4.7 21,870 94,400
部門 (108.1) (112.2) (107.3) (97.3) (110.9) (94.6)

液晶プロジェクター 63,821 2.6 16,408 47,413 70,220 2.8 16,100 54,120
(99.3) (91.1) (102.5) (110.0) (98.1) (114.1)

デ ジ タ ル カ メ ラ 193,617 7.7 186,853 6,764 205,300 8.2 195,700 9,600
(85.8) (85.3) (101.3) (106.0) (104.7) (141.9)

電 話 機 384,522 15.4 222,933 161,589 391,980 15.7 233,000 158,980
(107.3) (125.5) (89.5) (101.9) (104.5) (98.4)

情 報 機 器 69,607 2.8 51,367 18,240 72,770 2.9 54,810 17,960
(85.8) (94.6) (67.9) (104.5) (106.7) (98.5)

冷 蔵 庫 56,682 2.3 30,808 25,874 64,520 2.6 35,110 29,410
(127.8) (111.9) (153.8) (113.8) (114.0) (113.7)

エ ア コ ン 58,445 2.4 37,225 21,220 66,880 2.7 41,550 25,330
(113.6) (111.6) (117.5) (114.4) (111.6) (119.4)

洗 濯 機 31,124 1.3 25,429 5,695 34,000 1.4 28,070 5,930
(105.6) (97.5) (167.5) (109.2) (110.4) (104.1)

コマーシャル シ ョ ー ケ ー ス 41,946 1.7 32,636 9,310 42,430 1.7 33,140 9,290
部門 (103.4) (96.0) (141.1) (101.2) (101.5) (99.8)

大 型 エ ア コ ン 57,029 2.3 38,154 18,875 62,210 2.5 41,110 21,100
(114.8) (89.8) (263.1) (109.1) (107.7) (111.8)

業務用厨房機器 33,416 1.3 32,293 1,123 33,650 1.4 33,020 630
(99.0) (100.8) (64.8) (100.7) (102.3) (56.1)

コンポーネント 半 導 体 216,757 8.7 97,746 119,011 222,720 8.9 99,060 123,660
部門 (82.6) (85.6) (80.2) (102.8) (101.3) (103.9)

電 子 部 品 99,468 4.0 24,952 74,516 102,140 4.1 26,750 75,390
(102.8) (91.6) (107.2) (102.7) (107.2) (101.2)

二 次 電 池 289,687 11.7 69,256 220,431 304,450 12.2 68,230 236,220
(100.0) (101.3) (99.7) (105.1) (98.5) (107.2)

光 ピ ッ ク ア ッ プ 145,269 5.9 19,289 125,980 136,830 5.5 18,130 118,700
(97.6) (66.6) (105.1) (94.2) (94.0) (94.2)

太 陽 電 池 25,461 1.0 15,432 10,029 40,990 1.6 22,950 18,040
(181.4) (134.4) (392.4) (161.0) (148.7) (179.9)

※カッコ内は、前年同期比

（2004.4.1～2005.3.31） （2005.4.1～2006.3.31）項　　　　　目
2004年度実績 2005年度（年間見通し）



＜地域別売上高＞ （単位：百万円 ,％）

金額 構成比 前年比 金額 構成比 前年比
333,275 13.4 99.4 328,510 13.2 98.6
181,612 7.3 97.4 182,150 7.3 100.3
634,778 25.6 94.9 581,960 23.4 91.7
75,480 3.0 148.2 77,380 3.1 102.5

1,225,145 49.3 98.7 1,170,000 47.0 95.5
1,259,494 50.7 99.4 1,320,000 53.0 104.8
2,484,639 100.0 99.1 2,490,000 100.0 100.2

＜海外生産比率＞

＜損益＞ （単位：百万円 ,％）

金額 百分比 前年比 金額 百分比 前年比
2,484,639 100.0 99.1 2,490,000 100.0 100.2

42,316 1.7 44.3 65,000 2.6 153.6
△ 64,991 -2.6 - △ 56,000 -2.2 -
△ 137,142 -5.5 - △ 92,000 -3.7 -

＜設備投資・減価償却費・研究開発費＞ （単位：百万円 ,％）

金額 前年比 金額 前年比
104,902 95.2% 91,000 86.7%

電　池 27,133 90.1% 18,600 68.6%
半導体 21,198 81.1% 13,700 64.6%

90,159 96.3% 91,000 100.9%
131,828 105.3% 128,000 97.1%

(5.3) (5.1)

＜従業員数＞

海　　　外 57,910 43,619
合　　　計 96,023 82,337

（2005/3/31現在） （2004/3/31現在）
国　　　内 38,113 38,718

研 究 開 発 費
(売上高比率)

（単位：人）

2004年度 2003年度

2004年度実績 2005年度(年間見通し)

設  備  投  資

減 価 償 却 費

売　　 上　　 高
営　業　利　益

税 引 前 利 益
当 期 純 利 益

海 外 生 産 比 率 47.8% 48.4%

項　　　　目
2004年度実績 2005年度(年間見通し)

日 本 国 内 計
合　　　　　計

2004年度実績 2005年度(年間見通し)

ヨ ー ロ ッ パ
ア　　ジ　　ア

そ　　の　　他

海　　外　　計

項　　　　　目
2004年度実績 2005年度（年間見通し）

北　　　　　米



単 独

＜売上高＞ （単位：百万円 ,％）

計 構成比 国内 海外 計 構成比 国内 海外
売　上　高 1,458,981 100.0 928,087 530,893 1,480,000 100.0 970,000 510,000

(105.9) (108.0) (102.5) (101.4) (104.5) (96.1)

部門別 コンシューマ部門 739,279 50.6 617,414 121,864 796,850 53.8 668,390 128,460
売上高 (100.6) (105.7) (80.9) (107.8) (108.3) (105.4)

コマーシャル部門 130,522 8.9 115,758 14,763 141,440 9.5 118,640 22,800
(176.1) (167.9) (285.4) (108.4) (102.5) (154.4)

コンポーネント部門 589,179 40.5 194,914 394,265 541,710 36.7 182,970 358,740
(103.7) (94.5) (108.9) (91.9) (93.9) (91.0)

各部門別主要製品売上高
コンシューマ テ レ ビ 21,190 1.5 19,662 1,528 22,220 1.5 21,840 380
部門 (120.7) (121.9) (107.3) (104.9) (111.1) (24.9)

液晶プロジェクター 54,711 3.7 15,746 38,964 61,150 4.2 15,460 45,690
(96.4) (92.7) (98.0) (111.8) (98.2) (117.3)

デ ジ タ ル カ メ ラ 191,186 13.1 184,821 6,365 202,340 13.6 193,290 9,050
(85.9) (85.6) (97.0) (105.8) (104.6) (142.2)

電 話 機 275,255 18.9 217,844 57,411 286,490 19.4 228,100 58,390
(107.6) (128.4) (66.6) (104.1) (104.7) (101.7)

情 報 機 器 23,536 1.6 23,262 274 22,310 1.5 22,230 80
(101.2) (103.1) (39.5) (94.8) (95.6) (29.1)

冷 蔵 庫 30,872 2.1 30,730 142 35,060 2.4 35,060 0
(123.5) (123.3) (196.3) (113.6) (114.1) -

エ ア コ ン 19,038 1.3 18,759 278 23,490 1.6 23,490 0
(109.6) (117.3) (20.4) (123.4) (125.2) -

洗 濯 機 26,790 1.8 25,427 1,363 30,010 2.0 28,030 1,980
(104.0) (103.2) (122.7) (112.0) (110.2) (145.3)

コマーシャル シ ョ ー ケ ー ス 22,880 1.6 21,638 1,241 24,620 1.6 23,480 1,140
部門 (94.7) (93.7) (117.3) (107.6) (108.5) (91.8)

大 型 エ ア コ ン 43,682 3.0 34,071 9,611 53,850 3.7 36,990 16,860
- - (255.8) (123.3) (108.6) (175.4)

業務用厨房機器 23,820 1.6 23,647 172 25,330 1.7 25,330 0
(99.5) (99.8) (71.3) (106.3) (107.1) -

コンポーネント 半 導 体 166,542 11.4 81,222 85,320 164,790 11.1 81,800 82,990
部門 (82.0) (82.0) (82.0) (98.9) (100.7) (97.3)

電 子 部 品 44,447 3.0 9,801 34,645 46,560 3.2 12,450 34,110
(135.1) (229.0) (121.1) (104.8) (127.0) (98.5)

二 次 電 池 184,693 12.7 51,524 133,169 181,780 12.3 45,500 136,280
(100.6) (101.4) (100.3) (98.4) (88.3) (102.3)

光 ピ ッ ク ア ッ プ 79,626 5.5 3,012 76,614 75,860 5.1 3,360 72,500
(106.3) (56.8) (110.1) (95.3) (111.5) (94.6)

太 陽 電 池 24,180 1.7 14,460 9,719 38,350 2.6 21,150 17,200
(177.7) (128.6) (410.6) (158.6) (146.3) (177.0)

※カッコ内は、前年同期比

項　　　　　目
2004年度実績 2005年度（年間見通し）

（2004.4.1～2005.3.31） （2005.4.1～2006.3.31）



＜損益＞ （単位：百万円 ,％）

金額 百分比 前年比 金額 百分比 前年比

1,458,981 100.0 105.9 1,480,000 100.0 101.4
△ 4,107 -0.3 - △ 4,000 -0.3 -

482 0.0 3.6 △ 1,000 -0.1 -
△ 87,800 -6.0 - △ 145,000 -9.8 -

＜設備投資・減価償却費・研究開発費＞ （単位：百万円 ,％）

金額 前年比 金額 前年比

65,180 110.6% 51,000 78.2%
電　池 21,284 86.0% 11,400 53.6%
半導体 8,719 71.8% 8,400 96.3%

42,492 100.0% 51,000 120.0%
114,783 119.7% 120,000 104.5%

(7.9) (8.1)

＜為替レート＞

上期 年間 上期 年間

109円 107円 102円 102円
133円 134円 134円 134円ユ　ー　ロ

米　ド　ル

研 究 開 発 費
(売上高比率)

2004年度実績 2005年度計画

2004年度実績 2005年度(年間見通し)

設  備  投  資

減 価 償 却 費

売　　 上　　 高
営　業　利　益

経　常　利　益

当 期 純 利 益

項　　　　目
2004年度実績 2005年度(年間見通し)



連 結

＜事業の種類別セグメント＞ （単位：百万円 ,％）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 比率

AV・情報通信機器 987,645 37.2 1,002,882 37.7 △ 15,237 △ 1.5
電 化 機 器 260,667 9.8 240,076 9.0 20,591 8.6

1,248,312 47.0 1,242,958 46.7 5,354 0.4
216,121 8.1 199,168 7.5 16,953 8.5

電 子 デ バ イ ス 442,436 16.6 505,232 19.0 △ 62,796 △ 12.4
電 池 369,050 13.9 346,396 13.0 22,654 6.5
そ の 他 172,901 6.5 172,778 6.5 123 0.1

984,387 37.0 1,024,406 38.5 △ 40,019 △ 3.9
209,763 7.9 195,776 7.3 13,987 7.1

2,658,583 100.0 2,662,308 100.0 △ 3,725 △ 0.1
△ 71,997     － △ 62,369     － △ 9,628     －
2,586,586     － 2,599,939     － △ 13,353 △ 0.5

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 比率

AV・情報通信機器 31,257 47.5 43,892 37.2 △ 12,635 △ 28.8
電 化 機 器 △ 2,382 △ 3.6 △ 4,604 △ 3.9 2,222   - 

28,875 43.9 39,288 33.3 △ 10,413 △ 26.5
6,176 9.4 3,839 3.3 2,337 60.9

電 子 デ バ イ ス △ 7,876 △ 11.9 26,922 22.8 △ 34,798   - 
電 池 19,026 28.9 26,381 22.3 △ 7,355 △ 27.9
そ の 他 7,046 10.7 4,479 3.8 2,567 57.3

18,196 27.7 57,782 48.9 △ 39,586 △ 68.5
12,522 19.0 17,201 14.5 △ 4,679 △ 27.2
65,769 100.0 118,110 100.0 △ 52,341 △ 44.3
△ 23,453     － △ 22,559     － △ 894     －

42,316     － 95,551     － △ 53,235 △ 55.7

増減

増減

計

消 去 又 は 全 社

コンポーネント部門

そ の 他 部 門

計

消 去 又 は 全 社

2003年度
2004年4月1日から
2005年3月31日まで

連 結

項　　　　　目

営業利益

連 結

コ ン シ ュ ー マ 部 門

コ マ ー シ ャ ル 部 門

コンポーネント部門

そ の 他 部 門

コ マ ー シ ャ ル 部 門

売上高
及び
営業収益

2004年度

コ ン シ ュ ー マ 部 門

2003年4月1日から
2004年3月31日まで

項　　　　　目

2004年度 2003年度
2004年4月1日から
2005年3月31日まで

2003年4月1日から
2004年3月31日まで
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